
保育の受け皿の整備等を促進するための税制上の所要の措置（固定資産税、都市計画税、事業所税、不動産取得税、関税）

１．大綱の概要

２．制度の内容

家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内
保育事業（利用定員が１人以上５人以下）

現行 改正後

固定資産税
課税標準が
価格の１／２

課税標準が
価格の１／２を参酌して
１／３～２／３の範囲内で

市町村の条例で定める割合

都市計画税
課税標準が
価格の１／２

課税標準が
価格の１／２を参酌して
１／３～２／３の範囲内で

市町村の条例で定める割合

事業所税 ○

不動産取得税
課税標準が
価格の１／２

課税標準が
価格の１／２を参酌して
１／３～２／３の範囲内で

都道府県の条例で定める割合

企業主導型保育
（H29/4/1～H31/3/31に助成を受けた事業者）

現行 改正後

固定資産税 ×

課税標準が
価格の１／２を参酌して
１／３～２／３の範囲内で

市町村の条例で定める割合（注）

都市計画税 ×

課税標準が
価格の１／２を参酌して
１／３～２／３の範囲内で

市町村の条例で定める割合（注）

事業所税 ×
課税標準が
価格の１／４

関税
（給食用脱脂粉乳）

× ○

※「○」：非課税、「×」：全部課税

（注）助成を受けた後、５年間の時限措置

企業主導型保育事業の用に供する固定資産に係る固定資産税等について課税標準の特例措置を講
ずるとともに、事業所内保育事業（利用定員が１人以上５人以下）等の用に供する固定資産に係る
固定資産税等の課税標準の特例措置について所要の見直しを行う。

資料３


	スライド番号 1

